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令和８年度
建設コンサルタント業務等における

プロポーザル方式及び総合評価落札方式の
実施方針（案）
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• 業務における広域コン＋地域コンのＪＶ評価の試行
• 業務成績の評価における評価ウエイトの見直し

【審議事項】

【情報提供】
• チャレンジ型、若手・女性技術者活用促進の試行拡大
• 企業・技術者の実績評価期間の見直し
• 業務表彰実績の評価方法見直し



東北地方整備局令和８年度 総合評価委員会の審議（案）

今年度と同内容にて審議する

審議内容
・総合評価及びプロポーザル方式の実施方針や評価方法に関する事項

・建設コンサルタント業務等の技術提案書の特定や評価方法、落札者の決定に
関する事項

プロポーザル方式は、応募要件、評価基準、技術提案の特定に関する事項につ
いて、全業務を対象に意見聴取を行うものとする。
なお、業務内容が同種または評価基準が類似している業務は、代表業務につい
て意見聴取できるものとする。

総合評価落札方式で「標準型」を適用する業務は総合評価方法、評価項目、技
術提案の評価結果に関する事項について意見聴取を行うものする。

ただし、例年発注している業務において、例年と類似の業務内容で調達しようと
する業務については、意見聴取を省略できるものとする。

また、申請者が１者の場合は、業務内容により、技術提案書の特定や評価結果
の意見聴取を省略できるものとする。
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東北地方整備局
令和８年度 総合評価実施方針（案）業務

項目 課題・問題等 取り組み内容（案）

① 業務における広域コ
ン＋地域コンのＪＶ評
価の導入

対象業務種別
土木・地質
（プロポーザル方式）

（現状）
• 難易度が高い業務は、広域コンサルタントが
単独で受注している実績が多い。

（課題）
• 地域コンサルタントは、難易度の高い業務へ
の参画が少なく、技術力向上につながる環
境が不足している。

• 地域コンサルタントとJVを構成した参加表明者
の評価において、企業の資格･実績に新たな評
価項目を設定する。

• 広域コンサルタントとJVを組むことで、地域コン
サルタントは高度な業務への参画を通じて技術
力向上と受注機会の拡大が期待され、広域コン
サルタントは地域特性を踏まえた検討、調整の
円滑化及び成果の品質向上が見込まれる。

② 業務成績の評価にお
ける評価ウエイトの
見直し

対象業務種別
全ての業務（建築を除く）

（現状）
• 参加表明者（企業）及び予定技術者の業務
成績（過去5年間の平均点）で評価

• 直近5ヶ年の成績評定点を検証した結果、77
～80点の区分に全体の約9割が集中。

（課題）
• 平成25年度の見直し以来、約10年未更新。
• 直近10年で業務の平均点は3.1点上昇。
• 現状の成績分布と評価ウェイトが合致してお
らず、評価差がつきにくい状況。

• 技術評価点の直近5ヶ年の成績評定データから
各業種の5ヶ年平均点の分布を確認し、評価に
差が付くように区分を見直す。

審議事項
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東北地方整備局

知

識

構想力 ・ 応用力

プロポーザル方式

総合評価落札方式価格競争方式

定期点検結果の診断

道路予備設計（用地幅決定）

構造物詳細・補修設計（大型含む一般）

道路予備設計 （中心線決定）

事業評価②
【交通量予測結果に基づき便益計算のみ行うもの】

防災対策検討
【工法検討を行うも
の、委員会運営伴う
もの】

環境調査②【補足・継続調査】
交通安全・渋滞
対策等検討
【事故分析、渋滞分析、
委員会運営】

道路・交通等現況分析①
【マニュアル等で手法が決まっているものを除き、調査計画、企画立案を伴うもの等】

道路・橋梁等構造物景観設計

道路網整備計画検討

定期点検、緊急点検

交差点設計（一般）

道路詳細設計（修正）②【一般】

環境調査③【常観等定型的調査】

交通量観測

各種資料作成他
（一般的な水文
調査含む）

構造物予備設計（一般）

環境アセスメント②
【調査項目の追加補足調査及びそのとりまとめ】

道路・交通等現況分析②
【マニュアル等で手法が決まっているもの】

構造物予備設計（大型・特殊）

道路概略設計（路線比較検討、最適路線選定）②
【既存ルートの部分的見直し】

道路概略設計（路線比較検討、最適路線選定）①
【新規にルーティングを行うもの等】

構造物詳細・補修設計（特殊）

事業評価①
【全体計画を含むもの等】

環境調査①
【企画立案から実施するもの、

貴重種を含むもの】

交差点設計（大規模立体）

交通需要予測検討

整備効果分析検討
【企画立案から実施するもの、
委員会を運営を伴うもの】

環境アセスメント①
【企画立案から実施するもの、方法書作成等】

水文調査① 【広域的な影響等の分析を含む】

防災対策設計
【詳細設計のみ】

交通安全・渋滞対策設計
【予備・詳細設計のみ】

交差点設計（立体）

整備効果収集・整理
【データ収集、簡易な分析のみ】

道路詳細設計（一般）
【新規に実施するもの
構造物を含むもの】

ＰＩプロセス 社会実験実施

水文調査②【一般的な分析を含む】

道路詳細設計（修正）①【調査・分析等を含む】

審議事項①

・近年、災害の激甚化・頻発化が進む中、被災の迅速・的確な復旧には、地域事情に通じた地域コンサルタントの技術力向上が重要。
・このため、地域コンサルタントの育成を図る観点から、通常業務で広域コンサルタントとの設計共同体（JV）を編成して協働体制を構
築することで、地域コンサルタントは実務を通じて広域コンサルタントの高度な技術を習得しやすくなる。

・また、広域コンサルタントとしても、地域事情の把握や関係者ネットワークを活かし、調整の円滑化や成果品の品質向上が期待される。
・地域コンサルタントとJVを構成した参加表明者の評価において、企業の資格･実績に新たな評価項目の設定を試行する。
・適用はR8.4.1以降手続きを開始する業務からとする。

※広域コン+地域コンＪＶの補足事項
・地域コンサルタントは、業務実施県内に本店があるコンサルタント
・代表者・構成員のいずれかに地域コンサルタントが含まれていれば条件を満たすものとする。

【対象業務】

以下全てを満たす業務を試行対象とする。
・土木関係建設コンサルタント業務又は地質調査業務であること
・プロポーザルによる発注手続きを行うものであること
・ＪＶ企業の参加可能な要件設定であること
※R8年度は各事務所において数件程度を試行対象とし、効果検証予定

【配点ウエイト（案）】

▼対象業務のイメージ（参考）

業務における広域コン＋地域コンのJV評価の試行
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知

識

構想力 ・ 応用力

価格競争方式 総合評価落札方式

プロポーザル方式

トンネル変状調査・解析

地盤環境調査（とりまとめ）※

ボーリング調査
（支持層確認、
改良チック等）

ボーリング調査
（設計、解析用）

耐震調査

計器設置及び観測作業（設置・観測のみ）

計器設置及び観測（計画～解析）

地下水調査（観測）

地盤環境調査（採取、分析）

軟弱地盤調査・検討（安定・沈下・液状化等）

地すべり対策工検討設計（地質解析を含む）

地表地質踏査及び資料収集

地質リスク調査検討

動的応答解析
防災点検

防災点検（総合診断）

地質調査計画策定

施工時計測管理地質総合解析

地盤環境調査（解析、対策検討）

土構造物等の点検

ボーリング調査（高度安
全管理、高品質コア等）

地下水調査（とりまとめ） ※

物理（弾性波等）探査

地すべり対策工検討設計（地質解析を含まない）

地下水調査・解析（浸透流、広域地下水、渇水影響等）地下水調査（解析・検討）

※印の地下水調査（とりまとめ）、地盤環境調査（とりまとめ）
については、以下のような場合などで、価格競争方式でも妥
当である内容も含まれるため、弾力的な運用を行うこと。
・地下水調査：既存の井戸等を利用した標準的な観測等では
、とりまとめ作業は価格競争でも十分な成果が得られる。
・地盤環境調査：有害物質（六価クロム）の試料採取・分析と
観測値とりまとめ（基準値内かどうかの判定）等の標準的な
作業は価格競争でも十分な成果が得られる。

高度な技術や知見を要する業務
＝プロポーザル方式

土木コンサルタント ⇒ 予備・概略設計など
地質調査 ⇒ 地質リスク調査検討など

当該部門のコンサ
ルタント登録

当該業務に関する部門の登録状況
1.0%

過去○年間の同
種・類似業務の内
容

同種・類似業務
過去１０年間 1.5%

ワーク・ライフ・
バランス

ワーク・ライフ・バランスに関す
る認定を受けている場合に評価 0.5点

-

過去○年間の業務
成績

同種・類似業務
過去１０年間 4.0%

過去○年間の業務
表彰の有無

当該業務区分／同種類似業務別
２年 2.0%

拡大型プロポーザル方式
標準的な

評価ウェイト

成
績
・
表
彰

企
業

企
業
特
定
・
評
価
時

6%

資
格
・
実
績

3%

土木コン

地質調査

当該業務に関する部門の登録状況
0.5%

同種・類似業務
過去１０年間 1.0%

ワーク・ライフ・バランスに関す
る認定を受けている場合に評価 0.5点

広域＋地域JVの場合の加点
4.0%

4%

同種・類似業務
過去１０年間 2.0%

当該業務区分／同種類似業務別
２年 1.0%

3%

2%

拡大型プロポーザル方式
標準的な

評価ウェイト



東北地方整備局

土木 測量 地質
82以上 1.0 1.0
81 0.9 0.9
80 0.8 0.9 0.8
79 0.7 0.8 0.7
78 0.6 0.7 0.6
77 0.5 0.6 0.5
76 0.5
75
74
73
72
71
70
69
68
67
66
60-65
60未満 － － －

成績
（平均点）

評価ウエイト

1.0

0.4

0.2

0.4

0.2

0.4

0.2
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業務成績の評価における評価ウェイトの見直し審議事項②

東北地整では参加表明者（企業）及び予定技術者の業務成績（過去実績の平均点）で評価。
直近２ヶ年の成績評定点を検証した結果、77～80点の区分に全体の約9割が集中し、競争性が確保されていない。
評価ウエイトは平成25年度の見直し以来、約10年更新なし。
直近１０年で業務１件あたりの平均点が76.4点 → 79.5点（+3.1点）と上昇。
現状の成績分布に合わない可能性が高く、ウェイト見直しが必要。

 現状と課題

表１．現行のウェイト
（参考）業務１件あたりの成績評定点

平均点の経年推移

 見直し案

成績
（平均点）

評価ウエイト

土木 測量 地質
82以上

1.0
1.0

1.081
80
79

0.9 0.9
78

0.9
77 0.8 0.8
76 0.7 0.8 0.7
75 0.6 0.7 0.6

74 0.5 0.6 0.5
73

0.4
0.5

0.4
72

0.4
71

0.2 0.2

70

0.2

69
68
67

66
60-65
60未満 － － －

表２．見直しのウェイト（案）

○直近２ヶ年の成績評定データから各業種の平均点の分布を確認し、評価に差が付くように区分を見直し、競争性を確保。
○適用はR8.8.１以降手続きを開始する業務からとする。
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79.5

74

75

76

77

78

79

80

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3 R4 R5 R6

引き上げ
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76.4点 → 79.5点
3.1点上昇
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東北地方整備局
令和８年度 総合評価実施方針（案）業務

項目 課題・問題等 取り組み内容（案）

① チャレンジ型、若手・
女性技術者活用促進
の試行拡大

（チャレンジ型）
対象業務種別
土木・地質

（若手・女性技術者活用）
対象業務種別
土木・測量・地質

（現状）
• 現行運用は以下のとおり
チャレンジ型 ：2,000万円以下を対象(R4～)
若手女性活用：2,000万円以下を対象(R2～)

（課題）
• 技術者単価をはじめとした各種単価が年々
大きく上昇しており、同一金額の業務におけ
る業務規模の縮小が生じている。

• 試行対象業務件数が横ばいであり、地域の
担い手である地域コンサルタントの受注機会
及び将来を担う若手・女性技術者の参画機
会の拡大が必要。

• 試行の対象となる業務規模を3,000万円に拡大
する。これにより、現在の試行件数実績の1.5倍
程度の件数増加が見込まれる。

② 企業・技術者の実績
評価期間の見直し

対象業務種別
全ての業務（建築を除く）

（現状）
• 平成22年度に総合評価落札方式が導入され
て以来、全国において東北だけが過去5年の
実績を評価する運用としてきた。

（課題）
• 本省が定める基準を逸脱した運用である。
• 地域間で評価水準が異なることから、公平性
に課題がある。

• 本省ガイドラインに基づく評価期間への見直し
を行う。（企業：過去２年、技術者：過去４年）

③ 業務表彰実績の評価
方法見直し

対象業務種別
全ての業務

（現状）
• 平成２６年度の運用ガイドライン改正以後、
東北地整独自の評価方法として、表彰実績
を同種・類似別で評価

（課題）
• 書類作成（受注者）及び技術審査（職員）の
負担が課題

• 業務省力化及び技術審査ミス防止の観点から、
表彰実績を同種又は類似で評価するよう見直し
を行う。

情報提供
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東北地方整備局
チャレンジ型、若手・女性技術者活用促進の試行拡大情報提供①

地域コンサルタント並びに若手・女性技術者に対する受注機会及び育成機会の確保を目的として、試行を継続して実施。
近年の技術者単価等の上昇を背景に、同一金額の業務における業務規模の縮小が生じていることから、試行の対象金
額の見直しについて検討を行う。
適用はR8.4.1以降手続きを開始する業務からとする。

◆地域企業の活用促進方式（チャレンジ型）の試行（適用拡大）

◆若手･女性技術者配置促進方式の試行（適用拡大）

○試行の経緯等
平成28年度 若手技術者配置の運用開始
平成30年度 女性技術者にも適用を拡大
令和 2年度 業務対象金額を見直し

（１，５００万円以下から２，０００万円以下に拡大）

○試行の経緯等
平成31年度 運用開始
令和 4年度 対象金額及び工種の見直し

（１，０００万円以下から２，０００万円以下に拡大）
（対象工種：地質調査業務を追加）

【見直し(案)】
対象金額を3,000万円以下に拡大することで、45件程度（約1.5倍）の適用が期待される。

【見直し(案)】
対象金額を3,000万円以下に拡大することにより、75件程度（1.7倍）の適用が期待される。

○令和６年度実績
２９件（うち、新規参入業者の受注2件）

○令和６年度実績
４４件（うち、若手・女性配置での受注35件）
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東北地方整備局
企業・技術者の実績評価期間の見直し情報提供②

過去の業務成績評価対象期間については、 H22年度ガイドライン［初版］から「過去5年」で運用してきたが、本省ガイ
ドライン及び全国地整の運用と、東北地整の運用とが不整合であった。
適用はR8.8.１以降手続きを開始する業務からとする。

本省ガイドライン
（令和５年３月一部改定）

地整ガイドライン
（令和７年８月）

企
業
選
定
・
指
名
時

企
業

資
格
・

実
績

過去○年間の同種・類
似業務の内容

同種・類似業務
過去１０年

同種・類似業務
過去１０年間

成
績
・
表
彰

過去○年間の業務成績
（業務評定点）

同じ業種区分
２年（平均）
【十分な競争性確保の観点から、成績データの
蓄積の合に応じて、対象業務の拡大、細分化や
年数の延長ができるもの（最大４年）とする】

当該業種区分
５年（平均）全国

過去○年間の業務表彰
の有無

同じ業種区分
２年

当該業種区分／同種・類似業務別
２年

管
理
技
術
者

資
格
・

実
績

過去○年間の同種・類
似業務の内容

同種・類似・研究・マネジメント
１０年

同種・類似・研究・マネジメント
１０年

成
績
・
表
彰

過去○年間の業務成績
（技術者評定点）

同じ業種区分
４年（平均）
【十分な競争性確保の観点から、成績データの
蓄積度合に応じて、対象業務の拡大、細分化や
年数の延長ができるもの（最大８年）とする】

当該業種区分
５年（平均）全国

過去○年間の業務表彰
の有無

同じ業種区分
４年

当該業種区分／同種・類似業務別
４年

特
定
・
評
価
時

管
理
技
術
者

資
格
・

実
績

過去○年間の同種・類
似業務の内容

同種・類似・研究・マネジメント
１０年

同種・類似・研究・マネジメント
１０年

成
績
・
表
彰

過去○年間の業務成績
（技術者評定点）

同じ業種区分
４年（平均）
【十分な競争性確保の観点から、成績データの
蓄積度合に応じて、対象業務の拡大、細分化や
年数の延長ができるもの（最大８年）とする】

当該業種区分
５年（平均）全国

過去○年間の業務表彰
の有無

同じ業種区分
４年

当該業種区分／同種・類似業務別
４年

※技術審査における評価項目のうち、過年度の実績に係る評価項目のみ抜粋し記載

地整ガイドライン（案）
（令和８年８月以降）

同種・類似業務
過去１０年間

当該業種区分
２年（平均）全国

当該業種区分／同種・類似業務別
２年

同種・類似・研究・マネジメント
１０年

当該業種区分
４年（平均）全国

当該業種区分／同種・類似業務別
４年

同種・類似・研究・マネジメント
１０年

当該業種区分
４年（平均）全国

当該業種区分／同種・類似業務別
４年
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8

業務表彰実績の評価方法見直し情報提供③

平成２６年度の運用ガイドライン改正以後、同種・類似別で評価してきた表彰実績について、業務省力化及び技術審
査ミス防止の観点から、表彰実績は、同種又は類似の評価設定に見直す。
適用はR8.8.１以降手続きを開始する業務からとする。

◆これまでの運用

○評価方法見直しの経緯
平成２６年度以前 本省ガイドラインと整合
平成２６年度以降 東北地整版ガイドライン見直しにより同種・類似別を加えた評価方法に見直し

① 局長表彰（当該業種区分・同種） ：１．０
② 局長表彰（当該業種区分・類似） ：０．８
部長、事務所長表彰（当該業種区分・同種）

③ 局長表彰（当該業種区分・同種類似以外） ：０．６
部長、事務所長表彰（当該業種区分・類似）

④ 部長、事務所長表彰（当該業種区分・同種類似以外）：０．４
⑤ 上記以外 ：加点しない

○全国的な運用状況（参考）
本省版ガイドライン：局長、部長・事務所長表彰（当該業種区分）
他地整ガイドライン：局長、部長・事務所長表彰（当該業種区分）＋ 独自運用を定める地整有り

※ただし、同種・類似別に５段階評価しているのは東北のみ

業務表彰実績については、各表彰に「同種・類似別」の評価を設定（東北独自運用）

◆見直し（案）

① 局長表彰（当該業種区分・同種又は類似） ：１．０
② 部長、事務所長表彰（当該業種区分・同種又は類似） ：０．６
③ 上記以外 ：評価しない

各表彰に「同種又は類似」を加えた評価を設定
※業務の品質を維持することを目的とし、業種区分だけでなく「同種又は類似」を設定する。


